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○議長（茅沼隆文） 

続いて、平成２９年度開成町当初予算主な事業の概要の説明を副町長に求めます。 

副町長。 

○副町長（小澤 均） 

それでは、主な事業の概要を説明する前に、少しお時間をいただいて、予算案をま

とめるまでの経緯等について触れさせていただきたいと思います。 

まず、各課ヒアリング結果と編成スケジュール及び依命通知案についてを議題とし

まして、昨年の９月２９日に第１回の財政調整会議を開催してございます。以後、予

算を組んでいく上で全体として必要な情報の共有と共通認識を持つということを主

眼に開催をしてございます。特に、２９年度が第五次総合計画の基本計画期間、前期

６カ年の後半３カ年、第２期の２年目であり、いよいよ終盤に差しかかるため、実施

計画の確実な実現に向けて企画政策課でまとめました全２００事業の各課ヒアリン

グ結果をもとに、各事業の今後の方向性などを確認しながら、また、特にその中の主

要な事業についての課題の抽出や以後の取り組み方針などについて議論をしてござ

います。 

以後、１０月１１日に第２回を、２４日に第３回を開催しました。その間には、各

課ヒアリング結果で方向性などの調整を積み残ししたものの検討、それから依命通知

案の最終確認を行ってございます。また、平成２８年度からスタートしています協働

推進特別枠も引き続き確保しまして、町民との協働を引き続き進めていくということ

も決定してございます。さらに、財政推計上、以後の事業ボリュームを執行していく

中で再度調整を要する事業の検討なども、あわせて行ってございます。 

そして、１０月２８日には職員の説明会を開催しまして、以後、各課の入力を開始

しました。 

その後、１１月１７日には入力を締め切りまして、２４日に第４回の財政調整会議

を開催しました。その時点の予算要求状況としましては、３億６，２００万円あまり

の歳出超過額となってございました。例年ですと各課要求額の再精査ということで、

部長が再査定を行いまして圧縮を図っておりましたけれども、次年度以降の各課要求

額のさらなる厳正化を徹底するために今回はあえて行わずに、年内は財務課長により

調整するということにしました。しかし、その調整にも限界があり、年末の１２月２

７日時点では２億７，８００万円あまりの歳出超過にとどまり、主要事業の抜本的な

調整が必要で、政策判断によることとしました。 

平成２９年度当初予算に係る本格的な査定につきましては、年が明けました１月１

０日から２３日まで、私と行政推進部長により行ってございます。この査定において

は、まず財務課長調整において予算調整案件として整理されたものについて、あらか

じめ町長により、その事業の方向性や方針を確認しまして、それぞれの事業ごとに査

定をし、大枠をかためていく方式を新たにとりました。これは、各主要事業について、

何が課題としてあるのか、その事業への今後の取り組みをどのように進めていくのか、

事業の優先度はどうなのかなどの視点で一つ一つ町長の政策判断として整理し、査定
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を行いました。 

例年の財務課長調整から副町長、行政推進部長査定から町長査定への、そういった

積み上げていく方式と比べまして、先に町長の判断により主要事業をまとめたことに

よる進め方をしたことで、全体としましては編成作業の効率化を図ることができたと

評価をしてございます。最終的には、１月２７日の最終町長査定によりまして今回お

示しをしてございます予算案としました。 

予算編成の経緯は以上でございます。 

それでは、お手元の平成２９年度開成町当初予算主な事業の概要について、特に二

重丸をしてございます重点事業と五つの特別会計と一つの企業会計について、御説明

をさせていただきます。 

総務費。 

職員研修事業費、１５９万９，０００円。職員の勤務能率の向上及び知識の研鑽の

ために各種研修を実施するとともに、市町村研修センター等が主催する各種研修に職

員を派遣します。 

特に、全職員の意識改革を促すための接遇研修を重点的に実施し、接遇力の向上を

図ります。 

３、庁舎整備事業費、２億６１１万円。新庁舎の建設に着手し、平成２９年度を含

め３カ年で完成を目指します。 

また、来庁者及び職員等にとって快適で機能的なオフィス環境を整備し、町民サー

ビスと事務効率の向上につなげるための調査等を実施いたします。 

５、ブランディング戦略推進事業費、３３２万５，０００円。開成町に「住みたい」、

「住み続けたい」、「訪ねたい」という意向を高めるため、公式マスコットキャラク

ター（あじさいちゃん）の積極的な活用など、「田舎モダン」をコンセプトにしたブ

ランディング戦略を展開します。 

未病いやしの里構築事業費、８１万円。「活動量計システム（歩行だけでなく家事

やデスクワークなど様々な活動を測定し、１日の総消費カロリーを算出）」を活用し

た健康セミナーを開催します。 

７、地域防犯力向上事業費、８３７万７，０００円。平成２６年度にＥＳＣＯ事業

を導入してＬＥＤ化した防犯灯の包括的な維持管理を行います。また、犯罪防止のた

めにＬＥＤ防犯灯を設置するとともに、町民の防犯意識の高揚を促すため防犯キャン

ペーンを実施します。 

次のページをご覧ください。 

１３、自治会運営推進事業費、１，２５４万５，０００円。自治会交付金による支

援、自治会活動を対象としたコミュニティ保険料助成等の活動支援をするとともに、

地域の人材育成を図るため、地域リーダー育成研修会を開催します。 

１４、協働のまちづくり推進事業費、６６万６，０００円。平成２４年度に創設し

た町民活動応援事業を引き続き実施し、様々な分野で活動する町民公益活動団体へ助

成します。また、開成町協働推進計画の進行管理をする上で諮問機関である協働推進
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会議を開催します。 

１６、固定資産土地評価事業費、１，３２７万３，０００円。平成３０年度に固定

資産の評価替えになることから、これに合わせ航空写真撮影を行い、土地の利用状況

や家屋の建築状況などの確認をします。今回の航空写真撮影は近隣市町と共同で実施

し、業務の効率化を図ります。 

１７、徴収対策推進事業費、４４０万９，０００円。庁内組織である徴収対策推進

会議での方針決定や徴収嘱託員等の活用により、町税等の効率的な徴収に努めます。

また、町税等滞納整理方針に沿った適正な滞納整理を進めます。 

民生費。 

４、高齢者保健福祉計画等策定事業費、３７４万９，０００円。高齢者が住み慣れ

た地域で自立した生活ができるための高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画、第７

期、平成３０年から３２年度を策定します。 

５、地域福祉推進事業費、４，２００万１，０００円。開成町社会福祉協議会に対

し、運営費を補助します。町内巡回バスは、試行運転を終え本格運行となり、前年度

に寄附を受けて購入したワゴン車を活用し２台による運行体制にします。 

次のページの１２、障がい者基本計画等策定事業費、２８５万６，０００円。障害

者基本法第１１条第３項に基づく、障がい者施策の総合的な役割を果たす「障がい者

基本計画」（第３期：平成３０年から３５年度）及び障害者総合支援法第８８条第１

項に基づく、障害福祉サービスの提供体制等の具体的な内容を定めた「障がい者福祉

計画」（第５期、平成３０年から３２年度）を策定します。 

１８、子育て支援事業費、３，０１９万８，０００円。子育て支援センター事業で

は、未就学児のいる子育て中の親子に対し、親子の交流や育児相談等を実施し、子育

ての孤立感、負担感の解消を図ります。駅前子育て支援センターとファミリー・サポ

ート・センター（児童の預かり等の相互調整）を一体的に運営し、子育て支援の拠点

機能の充実を図ります。 

次のページをご覧ください。 

２０、保育所充実事業費、３億６，８７９万９，０００円。仕事と子育ての両立等

を支援するため、子ども・子育て支援新制度に基づき保育所入所に伴う給付を行うと

ともに延長保育・一時預かり保育などを支援します。 

新設の民間保育所が４月から開所し新たな受け皿が拡大されることにより、待機児

童を解消し子育て環境の充実を図ります。 

衛生費。 

１、健康づくり推進事業費、２５０万７，０００円。保健センターに未病見える化

コーナーを設置し、さまざまな健康測定機器を町民が自由に利用できる環境を整え、

健康意識の向上や自主性を高め健康寿命の延伸を目指します。また、健康普及員など

の健康リーダーを育成します。 

５、母子保健事業費、２，１７６万８，０００円。妊産婦、乳幼児の健康の保持増

進のため、健康診査や健康教育、保健指導等、妊娠中から乳幼児期までの一貫したサ
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ービスを提供します。 

また、「母子健康包括支援センター」を保健センター内に設置し、母子保健コーデ

ィネーターが妊娠期から出産、子育て期までの妊産婦さんや御家族の様々な相談に応

じます。不妊、不育症に悩む方への支援として、治療費の一部を助成します。 

１０、新エネルギー導入促進事業費、４０万円。低炭素社会の実現及び地球温暖化

防止に寄与するため、『ゼロエネルギーハウス補助制度』による支援をします。申請

要件を、国の「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業費補助金」の補助を受け

た者に限定していましたが、県の「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス導入費補助金」

を受けた者も対象に加えることにより導入促進を図ります。 

ごみ減量化推進事業費、６４万９，０００円。ごみ減量化に取り組みます。生ごみ

の減量化のため、生ごみ処理器のさらなる普及拡大を図ります。 

農林水産業費。 

２、農業活性化推進事業費、２４１万５，０００円。開成町の農業を持続性がある

ものとするため、必要となる担い手の確保などを図ります。新規就農者の支援として

農業次世代人材投資事業の導入や、町内の高校と協働でバイオテクノロジーを駆使し

た弥一芋等の研究を行います。 

５、北部地域活性化推進事業費、３９９万３，０００円。開成町北部地域の農業の

振興と交流人口の拡大を図るため、あしがり郷瀬戸屋敷や民間活力を総合的に組み合

わせた北部地域の活性化事業を展開します。 

商工費。 

３、あしがり郷瀬戸屋敷維持管理事業費、２，８８７万８，０００円。町の文化財

として指定されているあしがり郷瀬戸屋敷を適切に維持管理し、観光振興や地域学習

活動拠点として活用します。新たに指定管理者制度を導入し、民間のノウハウを生か

した、さらなる観光の振興と施設の利用促進を図ります。 

次のページをお願いします。 

５、観光対策推進事業費、４６６万５，０００円。町のイベントの核である「開成

町あじさいまつり実行委員会」への補助をします。節目の３０回を迎えるため、記念

事業として品種改良により誕生した新品種のあじさいに名前をつけるなど、あじさい

の町開成のＰＲにつなげます。 

６、あしがり郷拠点整備事業費、２６７万９，０００円。北部地域を活性化するた

め、町外からの交流人口増加を図ることを目的とし、あしがり郷瀬戸屋敷を中心とし

た交流・観光拠点の整備を進めます。 

土木費。 

１、町道維持管理事業費、４，７２１万５，０００円。路面性状調査の結果を踏ま

え町道舗装を打ちかえるなど道路維持管理を行い、道路環境の維持を図ります。また、

道路パトロールや自治会、町民からの連絡、要望に対応して道路補修を行います。町

道１２２号線、町道２００号線、町道２０１号線、町道２１９号線の舗装打ち替え工

事を実施します。 
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町道改良事業費、２，０５４万６，０００円。町道を利用する町民の利便性、安全

性の向上と交通の円滑化等、快適な道路環境の実現を図ります。 

主な箇所としては、町道２０４号線、町道２３５号線用地買収や町道２９２号線の

測量調査を実施します。 

５、駅前通り線周辺地区土地区画整理事業費、７０３万１，０００円。良好な市街

地の形成及び駅前通り線の整備による都市機能の強化を図るため、駅前通り線未整備

区間について、土地区画整理の手法を取り入れた事業の実施に向け準備を進めていき

ます。平成２９年度は、基本設計を実施します 

８、公園維持管理事業費、１，２４３万円。町民の憩いの場である公園を町民が安

心して利用できるように、年間を通じて植栽や施設の維持管理をします。公園ボラン

ティア等のスキルアップを目的として、樹木医を講師とした研修会を開催します。 

消防費。 

２、消防団等活動推進事業費、１，７４３万１，０００円。非常備消防である町消

防団の団員報酬、活動に要する被服等を購入します。本年度は防火衣等を購入し、装

備を充実させます。 

新たに『消防団協議会』を設立し、消防団員の拡充を図ります。 

３、消防施設整備事業費、１，４６９万３，０００円。消防力の維持・向上のため、

消防車両等の点検を行います。また、消防団の老朽化したホース及び街頭消火器を計

画的に更新します。消防団の小型動力ポンプ積載車を１台更新します。 

５、地域防災力強化事業費、４８３万９，０００円。防災に関する知識や技術を習

得する防災講座等研修会を開催します。 

また、自治会と協働する形で災害時に指揮をとれる地域防災サポーター養成講座を

新たに開催し、地域防災力を高めます。 

減災対策事業費、１９９万円。地震発生時の火災の多くは電気が原因であり、出火

防止対策として地震を感知すると自動的にブレーカーを遮断する感震ブレーカーの

普及促進を図ります。自治会に対して補助金を交付し、減災対策を進めます。 

教育費。 

３、学力向上推進事業費、２，０５５万５，０００円。町の将来を担う子どもたち

の学力及び学ぶ意欲の向上を目指し教育指導専門員を配置し、学校支援に関するコー

ディネート等を行い児童・生徒の学力向上を図ります。また、各小・中学校、幼稚園

については、学校介助教員や学校生活支援員を配置します。 

５、土曜学校推進事業費、６４万６，０００円。子どもたちが教育活動や体験活動

ができるように、学校施設等を活用して地域の人材、企業、団体等との協働による事

業を行い、道徳心の向上、自主的な学習意欲の向上を図ります。 

次のページをお願いします。 

６、読書活動推進事業費、２２万３，０００円。子どもたちの成長に応じた読書の

きっかけづくりや読書活動の習慣化を促すことで、子どもたちの読書活動の推進を図

ります。母子保健事業とタイアップし、７～８カ月児健康相談時に読み聞かせを行う
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とともに絵本を手渡すブックスタートを行います。 

９、放課後子ども教室推進事業費、１９８万７，０００円。学びや遊びを通して小

学校児童の健全な育成を図るため、地域の方が見守る中で放課後における安全で安心

な活動拠点を設けます。 

１０、生涯スポーツ推進事業費、１６０万５，０００円。町民のスポーツ振興を図

るため、町体育協会と連携してスポーツ大会等を実施します。町民が様々なスポーツ

やレクリエーションにふれあうことで、豊かな心と健康増進を図ります。スポ・レク

フェスティバルでは、新たに参加型の自転車イベントを実施します。 

協働推進特別枠。 

町民、企業などの多様な担い手との「協働によるまちづくり」の加速化を図るため、

平成２９年度当初予算において「協働推進特別枠」を設け、別紙の協働事業に取り組

みます 

先に別紙をご覧ください。 

協働推進特別枠事業一覧として、子ども向けイベントの開催。子育て世代や町内企

業、子育て情報誌発行者などとの協働により、企画段階から町民が参画する子ども向

けイベントを開催します。 

地域防災サポーター認定制度。自主防災会内での指導者的な役割を担うリーダーを

育成するため地域防災サポーター養成講座を開催し、地域防災サポーターの認定をし

ます。 

声の広報の作成・配布。目の不自由な方のために、おしらせ版の内容をボランティ

ア等と協働で音訳する「声の広報」をカセットテープ等により配布します。 

赤ちゃんの駅の指定。乳幼児を持つ子育て家族が外出中に授乳やおむつ替えの必要

が生じたときに、気兼ねなく利用できる設備を有する施設の出入り口に赤ちゃんの駅

を示すステッカーを掲示します。町有施設はもとより、民間施設にも協力をお願いし

ていきます。 

公園ボランティア等の育成。公園ボランティア等を対象にして樹木医を講師とした

研修会を開催して、スキルアップを目指します。 

前にお戻りください。 

国民健康保険特別会計、１７億９，９７４万２，０００円。国民健康保険加入者を

対象に保険給付を行います。医療費の増加に対応するため、特定健診などの保健事業

を推進し、疾病予防を図り、加入者の健康管理を進めます。国民健康保険財政の安定

のため、加入者資格や医療費の適正化を推進するとともに保険税の適正な賦課・徴収

に努めます。 

下水道事業特別会計、５億９，４６０万円。現在、市街化区域全域と調整区域の約

３０１．４ヘクタールの事業認可を得て公共下水道事業を進めています。下水道整備

は不可欠の社会資本であり、本年度は上延沢、牛島、吉田島地区内等の下水道整備を

実施します。 

介護保険事業特別会計、１０億３，５１９万６，０００円。介護認定者のサービス
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給付や介護予防事業対象者の支援を行います。介護サービスの質の向上、給付の適正

化を図るために、地域密着型サービス事業所を中心に、町内の介護サービス事業者を

対象として指導及び監督事務の充実を図ります。 

給食事業特別会計、８，８５５万５，０００円。幼、小・中学校生徒等の保護者か

ら給食費を徴収し、給食材料を購入します。 

後期高齢者医療事業特別会計、２億２３２万４，０００円。７５歳以上の方を対象

とした後期高齢者医療制度を引き続き実施していきます。制度の運営は神奈川県後期

高齢者医療広域連合が行い、町では被保険者証の引き渡しや申請書の受け付け、保険

料を徴収します。 

水道事業会計、４億５，２７５万８，０００円。常に安全で良質の飲料水を町内に

供給することを基本に、浄水場等の維持管理、配水管の新規布設をします。本年度は、

高台第一浄水場着水井及びポンプ室耐震補強工事や第５水源地自家発電設備新設工

事などを実施します。 

説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

 


